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(57)【要約】
【課題】この発明は、構成簡易にして、高効率な熱制御
を実現したうえで、省電力化の促進に寄与し得るように
することにある。
【解決手段】排気用ファン１６により、機器筐体１０の
空気取入口１１から外部の空気を取込んで、この取込ん
だ空気で複数の電力増幅器１４の駆動に伴う熱を奪って
、この内部空気を蒸発部１７の作動媒体で熱交換して冷
却し、該蒸発部１７で冷却した内部空気を上記排気用フ
ァン１６の風力を利用して機器筐体１０の空気排気口１
２から強制排気するように構成したものである。
【選択図】図２
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　複数の電子回路ユニットが収容配置されるものであって、外部空気を取込む空気取入口
、及び取込んだ空気を排気する空気排気口が設けられた機器筐体と、
　この機器筐体の空気取入口から外部の空気を取込んで、前記電子回路ユニットに対して
供給し、該電子回路ユニットに供給した空気を前記空気排気口から排出する強制排気手段
と、
　この強制排気手段の排気側に設けられ、該強制排気手段により前記空気取入口から前記
機器筐体内に取込まれて循環された空気を作動媒体と熱交換して冷却し、前記空気排気口
に案内する複数の蒸発部と、
　前記機器筐体外に配置され、前記複数の蒸発器で熱交換に供されて気化された作動媒体
をそれぞれ液化処理して該複数の蒸発部に循環供給する複数の凝縮部と、
　を具備することを特徴とする電子機器。
【請求項２】
　前記強制排気手段は、外部の空気を前記複数の電子回路ユニットに対してそれぞれ独立
して供給することを特徴とする請求項１記載の電子機器。
【請求項３】
　前記蒸発部は、前記複数の電子回路ユニットのうち複数個の排気側毎に少なくとも１台
対向配置されることを特徴とする請求項１又は２記載の電子機器。
【請求項４】
　前記強制排気手段は、前記複数の電子回路ユニット毎にそれぞれ排気用ファンを備え、
前記蒸発部を前記複数の排気用ファンに対して１台設けることを特徴とする請求項１乃至
３のいずれか記載の電子機器。
【請求項５】
　前記電子回路ユニットは、送信機を構成する電力増幅器であることを特徴とする請求項
１乃至４のいずれか記載の電子機器。
【請求項６】
　前記機器筐体は、空調された室内に収容配置されることを特徴とする請求項１乃至５の
いずれか記載の電子機器。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　この発明は、例えば基地局を構成するテレビ送信機等を含む電子機器に係り、特にその
冷却構造に関する。
【背景技術】
【０００２】
　周知のように、この種の電子機器においては、発熱体である電力増幅器等の多数の電子
回路ユニットが機器筐体内に着脱自在に収容配置され、この電子回路ユニットの駆動によ
り、多量の熱量が発熱すると、その性能特性が低下される。そのため、このような電子機
器にあっては、その電子回路ユニットを冷却して所望の性能特性を維持する各種の冷却構
造が知られている。
【０００３】
　例えばこのような冷却構造としては、冷却の信頼性の観点から排気用ファンを備えて、
この排気用ファンで外部の空気を機器筐体内に取込んで循環させた後、機器筐体外に排出
することにより、電子回路ユニットで発生した熱量を機器筐体外に強制的に排熱して電子
回路ユニットを熱制御し、所望の性能特性を得るようにした強制空冷方式を採用したもの
がある（例えば、特許文献１参照。）。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００４】
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【特許文献１】特開２００７－２４３７２８号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００５】
　しかしながら、上記冷却構造では、最近の電子回路ユニットの高出力化により、その発
熱量が増加されると、その排熱温度が上昇されて、その機器筐体を設置した室内の温度が
上昇される。そのため、その室を空調する空調能力を大きくして、機器筐体内に取込む外
部の空気温度を下げたりしなければ、電子回路ユニットの高効率な熱制御が困難となると
いう不都合を有する。
【０００６】
　この機器筐体を設置した室内の空調能力の増加を招くという事情は、最近、特に強く要
請されている、省電力化の観点から大きな問題となる。
【０００７】
　この発明は、上記の事情に鑑みてなされたもので、構成簡易にして、高効率な熱制御を
実現したうえで、省電力化の促進に寄与し得るようにした電子機器を提供することを目的
とする。
【課題を解決するための手段】
【０００８】
　この発明は、複数の電子回路ユニットが収容配置されるものであって、外部空気を取込
む空気取入口、及び取込んだ空気を排気する空気排気口が設けられた機器筐体と、この機
器筐体の空気取入口から外部の空気を取込んで、前記電子回路ユニットに対して供給し、
該電子回路ユニットに供給した空気を前記空気排気口から排出する強制排気手段と、この
強制排気手段の排気側に設けられ、該強制排気手段により前記空気取入口から前記機器筐
体内に取込まれて循環された空気を作動媒体と熱交換して冷却し、前記空気排気口に案内
する複数の蒸発部と、前記機器筐体外に配置され、前記複数の蒸発器で熱交換に供されて
気化された作動媒体をそれぞれ液化処理して該複数の蒸発部に循環供給する複数の凝縮部
とを備えて電子機器を構成した。
【０００９】
　上記構成によれば、機器筐体は、強制排気手段により、その空気取入口から外部の空気
が取込まれて複数の電子回路ユニットの各熱を奪って複数の蒸発部に導かれ、該蒸発部に
供給された作動媒体と熱交換されてそれぞれ冷却された後、空気排気口から強制排気され
る。これにより、機器筐体の空気排気口からは、強制排気手段により複数の蒸発部でそれ
ぞれ冷却されて温度が低下された空気が、外部に排気されることにより、その空気取入口
から取込む外部の空気の温度制御を最小限行うだけで、機器筐体内に収容された電子回路
ユニットの高効率な熱制御を実現することが可能となる。
【００１０】
　従って、機器筐体に取込む外部の空気を温度制御するための、筐体設置スペース（室）
の空調能力を軽減することが可能となり、電子機器システムにおける省電力化の促進を図
ることが可能となる。
【発明の効果】
【００１１】
　以上述べたように、この発明によれば、構成簡易にして、高効率な熱制御を実現したう
えで、省電力化の促進に寄与し得るようにした電子機器を提供することができる。
【図面の簡単な説明】
【００１２】
【図１】この発明の一実施の形態に係る電子機器を背面側から見た状態を示した図である
。
【図２】図１に収容した電子回路ユニットの冷却構造の配置構成を説明するために示した
図である。
【図３】図１の電力増幅器、排気用ファン、蒸発部、室外機の配置関係を模式して示した
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図である。
【図４】図３の蒸発部と室外機で構成する冷却サイクルを説明するために示した図である
。
【図５】図１の機器筐体の設置例を説明するために示した図である。
【図６】図１の機器筐体の他の設置例を説明するために示した図である。
【発明を実施するための形態】
【００１３】
　以下、この発明の実施の形態について、図面を参照して詳細に説明する。
【００１４】
　図１は、この発明の一実施の形態に係る電子機器を示すもので、機器筐体１０には、例
えば前面の略中央部に縦長形状の空気取入口１１が設けられる。そして、この機器筐体１
０の背面には、その両側部に縦長形状の空気排気口１２が上記空気取入口１１を挟むよう
に並設されている。このうち空気取入口１１には、例えば図２に示すようにフィルタ部材
１３が設けられ、このフィルタ部材１３を通して外部の冷却に供する空気が機器筐体１０
内に取込まれる。
【００１５】
　上記機器筐体１０には、空気取入口１１を挟んで電子回路ユニットである、例えば複数
の電力増幅器１４が空気排気口１２に対応して二列積重状に収容配置される。この電力増
幅器１４は、例えば一方の一列が上記空気排気口１２の一方にそれぞれダクト部材１５を
介して連通され、他方の一列が上記空気排気口１２の他方にそれぞれダクト部材１５を介
して連通されて排気路が形成されている。　
　なお、機器筐体１０に設ける空気取入口１１及び空気排気口１２の配置構成としては、
その他、各種の配置構成が可能である。
【００１６】
　ダクト部材１５には、複数の排気用ファン１６が複数の電力増幅器１４に対応して設け
られる。そして、この複数の排気用ファン１６の排気側と機器筐体１０の空気排気口１２
との間には、複数の蒸発部１７が対向して配置される。この複数の蒸発部１７は、例えば
ユニット化されてそれぞれ形成され、上記複数の排気用ファン１６から排出される内部空
気が、ダクト部材１５を介して一方面側から吹付けられると、その内部空気を循環供給さ
れる作動媒体と熱交換して冷却し、その他方面側から機器筐体１０の空気排気口１２にス
ルーする如く排気案内する。
【００１７】
　この蒸発部１７には、例えば図３に示すように凝縮部を構成する機器用室外機１８が管
路１９を介して配管接続され、いわゆるインバータ制御されて駆動される。上記のインバ
ータ制御とは、出力する交流電力の実効電圧と周波数とを任意に制御することであるが、
低周波で作動するように制御すると、室外機１８での消費電力を抑えることができるもの
である。この室外機１８は、例えば図４に示すように圧縮機１８１、凝縮器１８２、減圧
弁１８３で構成され、上記蒸発部１７で気化された作動媒体が管路１９を介して圧縮機１
８１に供給されて圧縮されて高圧化された後、凝縮部１８２で液化されて減圧弁１８３で
減圧され、上記蒸発部１７に循環供給される。
【００１８】
　これにより、蒸発部１７は、減圧弁１８３で減圧された作動媒体と排気用ファン１６に
より送風された内部空気との熱交換を行って内部空気を冷却する。この冷却された内部空
気は、排気用ファン１６の風力により、蒸発部１７を通り抜けて上記機器筐体１０の空気
排気口１２から排気される。このように空気の冷却において、高い冷却能力が必要な場合
には高周波で作動するように、低い冷却能力でよい場合には低周波で作動するようにイン
バータ制御するようになっている。低周波で作動することで、低消費電力化を図ることが
できると同時に、必要であれば、高い周波数で作動させてより高い冷却能力を発揮させる
ことができるものである。
【００１９】
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　上記構成において、機器筐体１０は、例えば図５に示すようにその前面を放送局等の室
２０内にいわゆる床置形空調機２１に対向して設置され、その電力増幅器１４を用いて所
望に運用に供される。この空調機２１は、吹出し口２１１から室２０内の空気よりも低い
温度（ここでは２８度程度）の空気を吹き出し、この２８度の空気と室２０内の空気とが
混じり合うことにより室２０内の空気の温度を空調する。この際、排気用ファン１７が駆
動され、機器筐体１０の空気取入口１１には、空調機２１により空調された空気が、取込
まれて電力増幅器１４に導かれる。すると、取込んだ外部の空気は、電力増幅器１４の駆
動に伴い発熱した熱量を奪って、例えば４５℃まで温度上昇され、該電力増幅器１４を冷
却する。
【００２０】
　そして、電力増幅器１４の熱量を奪って４５℃程度まで温度上昇した内部空気は、複数
の排気用ファン１６の風力により、複数の蒸発部１７に吹付けられる。複数の蒸発部１７
は、上述したように室外機１８から循環供給される作動媒体と内部空気とを熱交換して内
部空気を、例えば３３℃まで冷却し、機器筐体１０の空気排気口１２から室２０内に排気
する。
【００２１】
　ここで、空調機２１の吸込み口２１２には、機器筐体１０の空気排気口１２から排気さ
れた３３℃程度まで冷却された空気が取込まれ、この空気をさらに２８℃程度の温度まで
冷却して、その吹出し口２１１から室２０内に吹出して、該室２０内を所望の温度に空調
する。これにより、小さな空調能力を有した蒸発部１７及び室外機１８を備え、しかも、
室用の空調機２１として、３３℃程度の温度の空気を５℃程度まで冷却するだけの能力を
備えるだけで、高効率な熱制御が実現され、電子機器システムに好適する省電力な冷却構
造を構築することができる。また、機器筺体１０に取込まれる空気は、空調機２１にて空
調された３０℃程度の空気であるため、空調機２１で室２０内を空調しない場合に比べて
、機器筺体１０内に収容配置された蒸発部１７及び室外機１８は低い冷却能力で電力増幅
器１４の熱制御を行うことができる。
【００２２】
　さらに、上記機器筐体１０に取込まれた空気は、その温度湿度条件として電力増幅器１
４で暖められて温度上昇され、蒸発部１７を通過して熱交換されて冷却されると、その湿
度が低下されて空気排気口１２から室２０内に排出される。ここで、空調機２１は、室２
０内の湿度の低い空気を取込んで、潜熱冷却処理と顕熱冷却処理を実行して冷却し、室２
０内の空調を行う。この際、空調機２１は、取込んだ空気の湿度が低いことで、その顕熱
冷却処理を行う割合が高められて冷却性能が向上された状態で熱処理が行われ、顕熱冷却
処理を行わなくて済むこととなるため、この点からも冷却能力の軽減が図れ、低い冷却能
力で室２０内の空調を行うことが可能となる。
【００２３】
　このように、上記電子機器は、排気用ファン１６により、機器筐体１０の空気取入口１
１から空調機２１により空調された外部の空気を取込んで、この取込んだ空気で複数の電
力増幅器１４の駆動に伴う熱を奪って、この内部空気を蒸発部１７の作動媒体で熱交換し
て冷却し、該蒸発部１７で冷却した内部空気を上記排気用ファン１６の風力を利用して機
器筐体１０の空気排気口１２から強制排気するように構成した。
【００２４】
　これによれば、機器筐体１０の空気排気口１２からは、空気取入口１１から取込んだ空
調された外部空気が電力増幅器１４から発せられる熱により温度上昇した内部空気が、排
気用ファン１６の風力により、蒸発部１７に導かれてそれぞれ冷却されて、機器筐体１０
の外部に排気されることにより、その空気取入口１１から取込む室２０内空気の温度制御
を、最小限行うだけで、機器筐体１０内に収容された電力増幅器１４の高効率な熱制御を
実現することができる。この結果、機器筐体１０を設置する室２０内の温度制御に要する
空調能力の軽減を図ることが可能となり、電子機器システムにおける省電力化の促進を図
ることができる。



(6) JP 2010-205902 A 2010.9.16

10

20

30

40

50

【００２５】
　そして、例えば機器筐体１０に収容した蒸発部１７に対して配管接続される室外機１８
の圧縮機１８１や凝縮器１８２の修理を含む保守点検作業を行う場合には、点検を要する
一冷却系を停止させて、その保守点検を行いながら他冷却系を用いて複数の電力増幅器１
４の熱制御を実行することで、電子機器システムの連続運用を行うことができる。このよ
うに、比較的、メンテナンス回数の多い室外機１８の保守点検作業を、電子機器システム
の運用を継続しながら、容易に行うことが可能となる。
【００２６】
　また、例えば室用空調機２１が故障したような場合には、機器筐体１０内に収容配置し
た蒸発部１７及び室外機１８のみを用い、より高い冷却能力を発揮するようインバータ制
御することにより電力増幅器１４の熱制御を継続することで、電子機器システムの連続運
用を行うことが可能である。
【００２７】
　さらに、これによれば、機器筐体１０に収容配置する複数の蒸発部１７は、その熱交換
用の送風源として、連続駆動される電力増幅器１４に対して空気を強制的に送り、熱量を
排熱する強制空冷手段を構成する耐用年数の長い排気用ファン１６を共用して、熱交換系
が構成されている。
【００２８】
　これにより、機器筐体１０の小形化を確保したうえで、蒸発部１７を用いた熱交換系の
耐用年数を、排気用ファン１６の耐用年数と同じ程度までの連続使用を可能に構成するこ
とができる。例えば、排気用ファン１６は、通常、電力増幅器１４に対応する長期間に亘
る連続した使用が可能に製作され、この耐用性に優れた排気用ファン１６を共用して、蒸
発部１７を用いた熱交換系が構成されることで、熱交換系として電力増幅器１４に対応す
る耐用性に優れた構成を容易に実現できる。
【００２９】
　なお、上記実施の形態では、強制排気手段を構成する排気用ファン１６を機器筐体１０
の空気排気口１２側に設けて構成した場合について説明したが、これに限ることなく、そ
の他、例えば機器筐体１０の空気取入口１１側に設けるように構成することも可能で、同
様に有効な効果が期待される。
【００３０】
　また、上記実施の形態では、複数の排気用ファン１６に対して複数の蒸発部１７を組合
わせ配置するように構成した場合について説明したが、これに限ることなく、その他、例
えば排気用ファン１６毎に複数の蒸発部１７を組付け配置するように構成することも可能
で、同様に有効な効果が期待される。
【００３１】
　さらに、上記実施の形態では、蒸発部１７を機器筐体１０内に収容配置するように構成
した場合について説明したが、これに限ることなく、例えば機器筐体１０の空気排気口１
２の外側に配置するように構成するようにしてもよい。
【００３２】
　また、上記実施の形態では、機器筐体１０の空気取入口１１を、室２０内の空調機２１
の吹出し口２１１及び吸込み口２１２に対向させて設置するように構成した場合について
説明したが、この配置構成に限ることなく、その他、例えば図６に示すように機器筐体１
０の空気排気口１２を室２０内の空調機２１の吹出し口２１１及び吸込み口２１２に対向
させて設置するように構成することも可能である。なお、この室２０内の空調機２１とし
ては、床置形に限ることなく、各種の空調機を用いて構成しても、同様に有効な効果が期
待される。
【００３３】
　この発明は、上記実施の形態に限ることなく、その他、実施段階ではその要旨を逸脱し
ない範囲で種々の変形を実施し得ることが可能である。さらに、上記実施の形態には、種
々の段階の発明が含まれており、開示される複数の構成要件における適宜な組合せにより
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種々の発明が抽出され得る。
【００３４】
　例えば実施の形態に示される全構成要件から幾つかの構成要件が削除されても、発明が
解決しようとする課題の欄で述べた課題が解決でき、発明の効果で述べられている効果が
得られる場合には、この構成要件が削除された構成が発明として抽出され得る。
【符号の説明】
【００３５】
　１０…機器筐体、１１…空気取入口、１２…空気排気口、１３…フィルタ部材、１４…
電力増幅器、１５…ダクト部材、１６…排気用ファン、１７…蒸発部、１８…室外機、１
８１…圧縮機、１８２…凝縮器、１８３…減圧弁、１９…管路、２０…室、２１…空調機
、２１１…吹出し口、２１２…吸込み口。

【図１】

【図２】

【図３】

【図４】
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